




松 本 俊 郎
　［1］解説の部
（1）　外国人労働者問題は，インドシナ難民問題にも影響されて，急速な
展開を見せている。しかもその展開は，官僚の中にも経済界の中にも複雑な
対立をはらみ，錯綜している。本年表はこうした事態を具体的に把握し，情
勢の流れをイメージするために作成された。記載事項は，基本的に，日本経
済新聞，日経流通新聞，日経金融新聞，日経産業新聞の日経4紙に依拠して
いる。
　現在の日本政府の外国人労働者問題に対する基本的な姿勢は，技能労働者
の枠を拡大し，単純労働者の流入に対する規制を強化しようというものであ
る。1989年12月8日に成立し1990年6月に施行が予定されている改正入管法
が，これを集約的に示している。しかし，政府部内にもさまざまな問題で意
見の対立が残されており，その中では特に経済企画庁が単純労働者について
も条件付きでの導入を提言している点が注目に価する。（1）
　経済界は，一般的にいって，中小企業そして関西財界に単純労働者をも含
めた導入，労働市場の開放を求める声が広がりつつあり，業界分野としては
建設業などにそれが顕著である。しかし，後に触れるように，これら中小企
業，関西財界，そして建設業界の中にも複雑な利害の対立があり，労働市場
の開放に対しては反対の意見も根強い。
　労働界では，無条件に導入に反対している旧総評その他の多くの労働組合
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と，改正入管法の方向で技術者については導入を容認するようになってきた
連合の間に立場の違いがある。
（2）　本年表に記載された事項の中からいくつか注目すべき点を挙げてお
こう。第1に目につくのは，労働者の移動がアジア全域で重層的に展開して
いるという事実である。重層性は，中国における内陸部から沿岸工業地帯へ
の流入，天安門事件以後の工業地帯の停滞と労働者の滞留といった事態との
関わりで，社会主i義脚をも巻き込んだものとなっている。日本を頂点にして
NIEs，タイ，マレーシア，フィリピン，中国（沿岸部，内陸部），パキスタ
ン，バングラディッシュの労働市場に賃金水準，教育・技術水準の階段状の
格差が存在し，労働者はより高位の賃金を求めて大規模に移動しているので
ある。労働者の国際的な移動は，実は，地球的な規模で進んでいるのである
が（経済企画庁総合計画局編［1989］，第1章），ここではさしあたり，アジ
ア諸国の労働市場が相互に強い規定関係を持っているという点が重要であ
る。
　日本にむけた労働力の輸出についてはフaリピン（89年4月10日，9月
29日），韓国（88年7月7日目89年5月24日，9月18日），中国（89年9月
22日）が積極的である。中国については，いわゆる労働力輸出の問題とは別
に，周知の難民問題がある。また外国人労働者の導入は，日本以外でもシン
ガポール（88年10月4日，12月14日，89年4月20日，10月　30日），香港（88年
8月1日，8月10日，10月4日，89年4月20日，10月30日），台湾（88年10月
4日，89年4月20日，10月30日），韓国（89年5月16日，10月30日）で拡大さ
れつつある。すなわち近年めざましい経済発展をとげてきたアジアNIEsは
すべて労働力の輸入国となっているのであるが，その中には，日本に対する
地理的位置を反映して，労働力の輸入国でありながら同時に輸出国でもある
国が生まれているのである。
　アジア諸国からのこうした労働力の輸入に関わっては日本語学校の乱立や
その経営の乱脈ぶりが注目されてきたが（ぐる一ぷ赤かぶ編［1989］），本年
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表にもぞうした事例や（87年1月7日，3月11日，88年4月13日，89年7月
5日），人材派遣業をめぐる新たな事態（89年7月10日，90年2月12日，2月
25日）が記載されている。
　第2に注目しておくべき点は，事態の急激な展開（不法就労者の急増，イ
ンドシナ難民の発生）であり，未だこの現実の展開に対して後追い的である
とはいえ，各機関（自民党，各省庁，労働団体，各地商工会議所，各種業界
団体，地方自治体など）のかなりに積極的な対応である。各種諮問機関，研
究会の設置，調査団の派遣，実態調査の実施といった具体的な動きについて
はあまりに煩雑となるのでここには列挙しないが，年表中の関連事項は年を
追うごとに急速に増加している。問題の背景となっている労働市場の逼迫状
態については，事態が特に深刻な中小企業（88年11月12日，89年7月6日，
8月17日，9月13日，10月19日，11月30日，90年2月10日，17日，20日）や
建設業（88年11月10日，89年4月4日，5月3日，9月8日，11月21日）の
状況を見て取ることができる。
　第3の特徴は，関西財界の労働市場の開放に対する積極的な姿勢である。
関西財界はこの間，財界のオピニオン・リーダーとなってきた。むろん関西
財界の中にも消極的な意見はある（89年9月18日，11月24日）。しかし，下記
の一連の事項にみられるように，関西財界の積極姿勢，特異性は目だってい
る（89年1月25日，3月8日，7月10日，9月13日，11月25日，27日，28
日，90年2月2日，特に89年7月10日の元記事を参照）。
　第4の特徴は，同一分野の中に残されている対立である。関西財界の状況
については，すでに指摘した。この他，建築関連業界では慎重派と積極派の
間で意見が対立し，後者がしだいにその勢いを強めつつある。慎重派の動き
としては，大手一般（89年9月18日），日本建設業団体連合会・大成建設
（88年8月26日，89年1月14日），日本土木工業会・熊谷組（88年10月17
日），鴻池組（88年7月5日，8月10日），竹中工務店（89年10月9日，12月
6日，90年1月1日），清水建設（88年9月8日，89年3月10日），日東建設
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（88年12月13日）のそれが挙げられる。一方，積極派の動きとしては，日本
電設工業協会（88年12月6日），建設同盟（88年12，月31日），五洋建設（89年
8月6日），ダイエー・グループ（89年9月29日），鈴木工務店（89年5，月
26日）のそれが目につく。日本建設業団体連合会・大成建設は，こうした両
派の対立の中で態度が微妙に揺れている（89年5月24日，10月20日）。建設業
の主要な業界団体は，1990年2月の時点では，中小企業のそれを含めて改正
入管法のうたう不法就労者締め出しの動きに歩調を合わせつつあるが，今後
の事態はまだ流動的である（90年2月6日）。
　この他の対立としては自民党内，各省庁間，労働界のそれが注目をひく。
自民党内では，大まかにいって，外交関連議員が労働市場の開放に積極的
で，それ以外の議員が慎重である（88年2月3日，9日，4月6日，5月
11日，16日）。
　省庁間の対立も深刻で（89年6月9日，28日，8月9日，11日，10月18
日），法務省と労働省の問の対立がその代表的なものである（87年2月14日，
88年5月25日）。そして，政府部内の対立に対しては，民間から強い不満が出
されている（88年8月28日，89年1月7日）。
　労働団体は基本的に反対の立場にあるが，すでに指摘したように，旧総評
は反対＝鎖国論（88年12月9日，89年1月26日）で，連合は技能職の導入に
は寛容（88年9月26日，12月9日）という違いを見せている。また対立とい
う点では中小企業の中にも消極論があることを見ておく必要がある（89年
11月27日）。
　第5に注目すべきは，外国人労働者の人権擁護の問題である。事態はほん
の少しつつ改善されつつあり（88年8月16日，9月10日，10月14日，89年4
月1日，24日，6月15日，21日，10月1日，6日，31日，11月1日，90年1
月14日，2月21日，3月8日），外国人労働者自身による運動も起こりつつあ
る（89年7月10日，90年2月28日目。しかしながら，圧倒的多数の不法就労者
は今も未権利状態にあり，そうした事態に付け込むという入管行政の腐敗も
一134一
外国人労働者問題年表，1987年1月一1990年2月　135
生まれている（90年2月15日）。また外国人労働者の人権擁i護が，導：入消極論
を展開するための，あるいは縄張り争いの隠れ蓑として莉用されているので
はないかと思われる場合もある（88年5月11日）。
　第6に治安問題などに対する国民の不安をどのように考慮するのかという
問題がある（89年7月19日）。この問題については掘り下げた報道が意外に
少ないのであるが，今後，重要な論点の一つとなっていくだろう。
（3）　諸問題の多くはトレード・オフの関係にある。進行する事態に対し
ての共通認識がなく，かつ各方面の利害あるいは外国人観がばらばらな現状
では，解決の具体的な手だては簡単には見えてこない。
　常に念頭に置いておくべきは，経済が国際的に連動しているという現実で
ある。人は高い賃金・生活水準を求めて流出し，資本・企業はそうした動き
を利用し，時にはさらに積極的に低労賃を求めて，人の移動とは逆の方向で
も流動する。こうした流れは国際的な規模で生み出され，かつ基本的には止
められない。そして厳しい法的な規制でこれを止めようとするならば，それ
は日本経済の発展にとってマイナスとなるぽかりでなく，国民の民主的権利
その他にもさまざまな制約をもたらすことになりかねない。在留外国人に対
する管理の徹底は，一般の日本国民に対する管理の強化を抜きにしてはあり
えないからである。国際的に見た場合の日本経済の強さに鑑みれば，解決策
を模索するにあたって，国際的な責任の分担という視点も無視できない。日
本経済は，孤立して発展を追求しつづけるには，その規模があまりにも大き
くなりすぎているからである。また外国人労働者の問題は彼らの人権を擁護
するという視点からも考慮されなければならず，かつまた人権問題が一人歩
きで論議されていても説得性に限界が出てしまう。
　要するに外国人労働者問題は，（1）不可避的な流れの方向がどこに向いてい
るかを見定めながら，それを前提とした上で（2）たとえば労働市場の伸縮，そ
れにともなう社会問題の発生といった問題についても長期的な視野で配慮
し，（3）短期的にも個別の企業，特に中小企業にとってはその解決が死活に関
一135一
136
わる焦眉の課題になっているという事態をふまえながら，（4）外国人労働者は
もとより日本の一般国民の民主的な権利を擁護するという視点をも失わず
に，また（5）日本人の外国人に対する排外意識，差別意識を改善しつつ，そし
て（6）広く国際社会からも理解を得られるように，今後の対応を考えていかな
ければならないという複雑な性格を持っているのである。しかも付け加える
ならば，以上のような日本の社会・経済の内部をいわば直接的に新たな方向
へ向けていこうとする諸政策の他に，労働力の輸出国側が自国の産業を発展
させてその労働市場を拡大し輸出圧力を軽減できるように，日本の対外援助
政策を量と質の両面から改善，強化していく必要もあるだろう。
　こうした多方面にわたる諸問題を同時に配慮していくということは，日本
社会の特定方面に過大な負担と急激な変化を一方的に押しつけることができ
ないということを意味している。今後の方策は，基本的には，これまでの閉
鎖的，排他的な日本社会の体質に変更を迫るような，しかしながら，多くの
日本人が持っている外国人に対しての排外意識，差別意識の水準から大きく
乖離した早急な：導入政策が社会的な混乱をまねかないような，そして将来の
不可避的な経済変動が閉鎖社会への極端な揺れ戻しを結果させないような，
緩やかな速度での労働市場の開放という方向で追究されるべきだと思われる
のである。
［注記］
（1）各省庁，財界，労働界のこの問題に対する姿勢の違いについては，駒
井洋「なぜ，必然論を提唱するか（第1回）」（『エコノミスト』，1989年8月
22日）を参照。条件付きで導入を認めているとされる経済企画庁の姿勢の中
身については，駒井論文あるいは経済企画庁総合計画面編［1989］にも具体
的な記述がない。この点については，経済企画庁が三菱情報開発株式会社総
合研究所に依託して設置した「労働力の国際間移動の国内労働市場等に与え
る影響に関する調査研究委員会」の座長，島田春雄慶応大学教授の論稿「教
育訓練面での受け入れを」（『週間東洋経済』，1989年7月8日）が参考にな
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る。島田氏はこの中で「20－30年ぐらいのスパンで，注意深くコントロールさ
れた体系を作って，世界の教育訓練センターをめざすのがもっともよい選択
ではないか。安全保障のためのイメージ作りを目的として人づくり援助とし
て受け入れる」べきだとの提言を行っている。この論稿から察するに，経済
企画庁が想定している外国人労働者の導入条件は，かなり厳しいもののよう
である。なお，駒井氏の上記連載論文は，実態把握の上でもたいへん有益で
ある。
［参考文献］文献は全体状況を把握する上で重宝なものに限定した。
（1）ぐる一ぷ赤かぶ編［1989］『あぶない日本語学校一アジアからの就学
　　生』，新泉社。
（2）石川好［1988］『ヒトの開国かヒトの鎖国か』，パンリサーチ・インス
　　ティチェート社。
（3）経済企画庁総合計画温血［1989］r外国人労働者と経済社会の進路』，
　　経済企画庁。
（4）西尾幹二［1988］『戦略的「鎖国」論』，講i談社。
（5）労働省職業安定局編［1988］『今後における外国人労働者受け入れの方
　　向　外国人労働者問題研究会報告』。
（6）　『世界』編集部［1990］「特集　日本の外国人」（『世界』，岩波書店，
　　1月号）。
（7）テレビ朝日［1990］r激論！！　外国人労働者　難民？不法入国者？
　　朝まで生テレビ！』，テレビ朝日。
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　［ll］年表の部
＜1987年＞
1月7日　『日経』，法務省と財界が財団法人「入管協会」を設立し，これに
　　　　1，000社を会員として組織し外国人労働者問題を考える方針，と報
　　　　道。
　　　　　『日経』，日本マクドナルドの親会社，藤田商店，銀座に外国人向
　　　　け日本語学校2月に開設を報道。
　　19日　r日経産業新聞』，新日本製鉄が一般職を外国人や海外大学出身
　　　　の日本人に開放と報道。
2月14日　『日経』，法務省が入国管理局内に単純労働者導入を想定して研
　　　　究を行っていると報道。労働省はこれに反発。
3月ll日　『日経』，住友金属工業の100％出資会社スミキン・インターコム
　　　　が，外国人ビジネスマンを対象に日：本語学校を開設と報道。
　　13日　警察庁，警察制度研究会に専門家を招き「男じゃぽゆきさん」問
　　　　題の検討を始める。r日経』9日。
　　18日　大手企業の代表が参加して「入管協会」発起人会開かる。r日経産
　　　　業新聞』19日。
5月2日　法務省，「入管法違反事件の概況」を発表。昨年1年間の入管法違
　　　　反1万573件。『日経』3日。
　　15日　山田警察庁長官，全国公安委員連絡協議会代表会で「出稼ぎ外国
　　　　人労働者の急増は治安上ゆるがせにできない問題になってきてい
　　　　る」と指摘。『日経』夕刊15日。
　　17日　『日経』，「入管協会」の会員が400社（目標1，000社）にとどまり
　　　　発足が延期される，と報道。
　　19日　全国建設労働組合総連合（略称全建総連，江口利作中央執行委員
　　　　長）の関東地方協議会，大手建設会社，住宅メーカーに入管法違反
　　　　の外国人労働者を雇用しない旨要望することを決ある。『日経』19
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　　　　日。
　　26日　日本建設業団体連合会（会長石川六郎鹿島建設会長）の労働委員
　　　　会（委員長浅沼茂夫浅沼組社長），外国人現場作業員の実態調査に
　　　　動き始める。『日経』27日。
6月19日　　「入管協会」，会員が627社に。『日経』20日。
7月23日　愛媛県，南米，アジアから9名の技術研修生を受け入れる。『日
　　　　経』24日。
8月12日　労働省，「外国人労働者問題調査会（仮称）」を設置。r日経』夕刊
　　　　12日。
　　13日　『日経産業新聞』，海運業界で日本郵船に外国人船員導入の機運
　　　　高まると報道。
10月15日　r日経』，香港の労働力不足，外国人労働力導：入の声を高めると報
　　　　道。
　　30日　『日経』，日本航空の関連会社JALCOSが台湾のスチュワーデス
　　　　の教育訓練を請け負うと報道。
　　31日　『日経産業新聞』，マツダが外国人デザイナー3人を本社に採用
　　　　と報道。
11月4日　r日経産業新聞』，米国立科学財団東京事務所の，日本企業内外国
　　　　人研究者に関する調査結果を報道。最高は日本電気28人。『日経』6
　　　　日も報道。
12月4日　労働省，新雇用基本計画策定に動く。外国人労働者の受け入れも
　　　　検討。『日経』5日。
　　5日　法務省，日本で働く外国人労働者に対する意識調査の結果を発
　　　　表。緩和必要4割越し，建設関係についても許可派が多数を占め
　　　　る。『日経』6日。
　　11日　労働省，職業安定局長の私的諮問機関「外国人労働者問題研究
　　　　会」（座長小池和男京大経済研究所長）設置の方針を閣議で明らか
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　　　　にする。『日経』夕刊11日。
　　12日　労働省「外国人労働者問題研究会」初会合。
＜1988年＞
1月5日　林田悠紀夫法相「少し緩和してそれを厳格に守っていくことが必
　　　　要だ」と前向きの姿勢を明らかにする。『日経』夕刊5日。
　　6日　法務省，入管局内の委員会で意見をまとめ，さらに「入管協会」
　　　　内に「外国人労働者入国問題検討委員会」（座長木村尚三郎東大教
　　　　授予定）を設けて検討に動く。『日経』6日。
　　12日　r日経』，各方面の「原則禁止」政策見直しの動きを報道。金森政
　　　　雄三菱重工業会長，「日本は公共事業さえ海外に開放しようとして
　　　　いるのに，外国労働者をいつまでも拒否するのはおかしい」，外務
　　　　省「経済摩擦の一つの解消策になる」。
　　18日　中村太郎労相，新雇用対策基本計画を雇用審議会（会長隅谷三喜
　　　　男東女大学長）に諮問。
　　19日　小粥義郎労働省事務幽玄，「国際化の時代でもあり，ある程度受
　　　　け入れの幅を広げたい。しかし，建設現場などで働く単純肉体労働
　　　　者を安易に受け入れると国内雇用や賃金体系をかく乱する恐れが強
　　　　い」と慎重発言。『日経』夕刊19日。
　　21日　「入管協会」の「外国人労働者入国問題検討委員会」（座長木村尚
　　　　三郎東大教授），初会合。r日経』22日。
　　23日？法務省，「外国人の就職・雇用Q＆A」を発行。r日経』24日。
　　25日　法務省，昭和61年末現在の在留外国人統計を発表。『日経』26日。
　　26日　中村太郎労相，全国労働基準局・労働主幹部長合同会議で不法就
　　　　労者不採用要請の通達について方針を示す。r日経』夕刊26日。
　　　　　『日経』調査，流通・サービス産業43．3％が外国人雇用を示す。
　　　　『日経』26日。
　　　　　『日経流通新聞』，「なだれ込む外国人労働者」を報道。
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　30日　『日経流通新聞』，中国料理調理士会が外国人コックの紹介に動
　　　　く方針を決めたと報道。
2月3日　経済同友会（石原俊代表幹事），外国人の管理職を採用するよう
　　　提言。『旧経』4日。
　　5日　自民党，法務部会（杉山令肇部会長）に「入管政策等小委員会」
　　　を設置。『日経』5日。
　　9日　自民党外交部会外国人労働者受入検討小委員会（大鷹淑子委員
　　　長），法務部会入管政策等小委員会（太田誠一委員長），それぞれ初
　　　会合。いずれも消極論が大勢。
　　12日　中村太郎労相，「現行法で認めていない単純労働老を雇い入れな
　　　いよう経済団体に各企業への指導を強めてほしい」と発言し，あわ
　　　せて経団連，日経連，全銀連など主要経済40団体に協力要請の通達
　　　を送る。『日経』夕刊12日置
　　16日　『日経』，全国建設業協会（会長鴻池藤一鴻池組会長）が研究会を
　　　発足させ外国人労働者問題を検討しはじめると報道。
　　17日　日経連，雇用特別委員会の下に「外国人労働者問題研究会」（座長
　　　下川常雄住友ゴム工業相談役）を発足させる。『日経』18日。
　20日　『日経』，日本在外企業協会（会長永田敬生氏）の日本で働く外国
　　　人知識労働者に関するアンケート調査の結果を報道。雇用中
　　　33．6％，検討中16．7％。
　　　　　『日経』夕刊，「摘発，不法就労外国人を追う」を報道。
　22日　日本建設業団体連合会（会長佐古一大成建設会長），欧州5力国
　　　　に関する実態調査の報告を発表。r日経産業新聞』22日。
　28日　労働省，『87年海外労働情勢（海外労働白書）』を発表。
3月2日　石原俊経済同友会代表幹事，「外国人労働者を無制限に受け入れ
　　　　ることには反対する」と慎重発言。『日経』3日。
　　3日　政務次官会議，慎重論が相次ぐ。r日経』夕刊3日。
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　　　　　日本国際フォーラム（会長大来佐武郎），宇野宗佑外相に基準の
　　　緩和受け入れを提言。『日経』4日。
　　7日　経済企画庁，外国人労働者受け入れに関する企業，国民の意識調
　　　査結果を発表。企業前向き，個人は不安。『日経』8日。
　　16日　竹下登首相の諮問機関「国民生活審議会」，「ある程度専門的技能
　　　　を持つ労働者は受け入れを自由化すべき」との趣旨で報告をまとめ
　　　　る。労働，法務両省も専門労働者については柔軟化。『日経』17日。
　　18日　ミネベア開発技術センター，タイ人技術者の雇用に動く。r日経
　　　産業新聞』18日。
　24日　法務省，入管法の在留資格全面見直し，緩和化を発表。r日経』
　　　25日。
　　　　　r日経流通新聞』，日商岩井が外国人ビジネスマン用の日本語学
　　　校開設（4月11日）を報道。
　25日　全民労連（連合），「単純な労務を提供するだけの労働者を受け入
　　　れる状況にない」との基本方針を発表。r日経』26日。
　26日　通産省，外国人労働者受け入れの影響調査。
　　　　労働省の外国人労働者問題研究会（座長小池和男京大経済研究所
　　　長），報告書を労相へ提出。単純労働については受け入れ拒否。r日
　　　経』27日置
　28日　『日経』社説，「外国人雇用法の制定と雇用失業対策」。
　29日　関経連アンケート発表さる。52．1％が条件付きで外国人単純労働
　　　者の受け入れを認める。『日経』30日。
　30日　労働省，6都府県を対象にした外国人労働者就労実態調査をまと
　　　　める。
　　　　神奈川県，63年度採用試験から外国人へ職種を拡大。
4月1日　明治生命，外国人2名を採用。『日経産業新聞』1日。
　　　　　日本建設業団体連合会会長佐古一氏，単純労働者では反対の立場
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　　　を表明。『日経産業新聞』1日。
　　　　竹下登首相の諮問機関「国民生活審議会」め総合政策部会（林雄
　　　二郎部会長），「国民生活の国際化」なる報告をまとめる。専門職の
　　　拡大に柔軟，単純労働老については導入反対。『日経』3日。
　　6日　自民党，「外国人労働者問題特別委員会」（委員長・大野明五千
　　　相）を設置。
　　　　経済審議会国際経済部（部会長・田淵節也野村証券会長），報告
　　　をまとめ「専門的な技術・技能を有する外国人は積極的に受け入れ
　　　る」と明確に指摘。『日経』11日。
　11日　『日経ビジネス』，「拒否できぬ開国一受け入れたい企業増え，
　　　排除の法律・制度」と報道。
　　　　　r日経』夕刊，九州建設業協会が研修の形でトビ職に外国人建設
　　　技能労働者の受け入れを検討と報道。
　13日　『日経産業新聞』，「日本語学校乱立“出稼ぎ”受け皿に一アジ
　　　アの若い男性急増」と報道。
　15日　法務省，24日まで人員の集中配置などで不法労働者の入国チェッ
　　　　クを強化。『日経』14日号
　　　　法務省，入管法改正の第1次骨子案を発表。在留可能職種の拡大
　　　進む。『日経』16日。
　19日　r日経流通新聞』，ファーストキヅチン社が外国人パート用の中
　　　国語の店舗マニュアル，ビデオ2巻を作成と報道。
　26日　在日本大韓民国居留民団中央本部（朴嫡憲団長，45万人），労働省
　　　に雇用許可制度は「在日韓国人の就職差別をうむなど問題が多い」
　　　　と断念を要望。
　　　　科学技術庁，外国人研究者受け入れに関するアンケート結果を発
　　　表。過去5年間で増やした企業は2割。r日経』27日。
5月6日　日本商工会議所石川六郎会頭，「政府は早急に（受け入れ）基準を
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　　示すべきだ」「基準づくりは総合的に判断してほしい」と発言。（1）日
　　本人が嫌がる仕事，つらい仕事ばかりを外国人労働者に押しつける
　　ようなことになれば対日批判が出る，（2）単純労働にも危険が伴う
　　が，日本では労働災害補償対策が不十分とも指摘。『日経』7日。
7日　r日経』，r高まる外国人雇用論」を報道。
10日　法務省，4月発表の第1次骨子案を具体化した「出入国管理及び
　　難民認定法改正」の要綱を発表。不法就労者の雇主・斡旋者への罰
　　則強化，在留資格の拡大など。『日経』11日。
11日　法務省，「内外人平等に反し，国際人権規約と憲法の精神に反す
　　る」，すなわち（1）在日韓国人の就職差別を一層助長させる，（2）国内
　　の雇用調整を目的とするので非関税障壁となる，と雇用許可制を批
　　半ij。　『日経』　12日。
　　　自民党外国人労働者問題特別委員会（大野明委員長），初会合。委
　　員会内の3部会，中間報告を提出。単純労働者については労働，法
　　務の2部会は「受け入れるべきでない」を主張，外交部会は可能性
　　を検討すべきだとの積極論と慎重論の両論を中間報告。r日経』夕
　　刊11日。
　　　大和銀行総合研究所取締役荒川宣三氏，「単純労働についても，
　　一定のルールの下で受け入れを認めていくのが現実的な解決方法」
　　と発言。『日経』夕刊11日。
12日　東京商工会議所，外国人労働者受け入れに関する調査の結果を発
　　表。59％の企業，74％の大学教授が規制緩和を希望。企業の41％は
　　「専門能力・熟練技術を要しない職種も認めるべき」。「雇用した
　　し・」　Vま40．4％。　『日経』13，19日。
13日　r日経』，墨田区が英文パンフレヅト「墨田区のまちと産業」を発
　　行と報道。
　　　『日経』夕刊，「外国人雇用，揺れる永住者一「許可制」検討に
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　　民団が反発」と報道。
　　　国際大学教授游仲渤氏，「外国人労働者との共存の時，人の流入
　　は不可避」と主張。『日経』13日。
15日　東京商工会議所欧州労働・福祉事情視察団（団長郷良太郎ニチエ
　　ン化工社長）が西独その他へ出発。r日経』7，19日。
16日　自民党外国労働者問題特別委員会（委員長大野明），外国人労働
　　老受け入れに関する基本方針をまとめる。専門職は可能な限り受け
　　入れの方向，単純労働者は「十分慎重に検討すべき」と結論を先送
　　り。「日本の社会，経済に及ぼす影響，アジア域内諸国との関係も考
　　慮」と玉虫色。労働省，法務省，警察各省庁の「原則禁止」とも一
　　定の距離をおく。『日経』夕刊19日。
21日？政府，17省庁局長クラスで構成する「外国人労働者問題関係省庁
　　連絡会議」を発足させる。『日経』22日。
23日　「外国人労働者問題入国問題検討委員会」（法務省外郭団体の財
　　団法人入管協会所属，委員長木村尚三郎東大教授），中間報告を法
　　務省へ提出。単純労働者の受け入れば労働市場だけでなく，子弟教
　　育，治安などにも影響を及ぼすため「慎重に検討すべき」と指摘。
　　『日経』24日。
24日　労働省「外国人労働者問題に関する調査研究のための懇話会」
　　（外国人労働者問題研究会，座長円城寺次郎日本経済新聞顧問，構
　　成は労使代表，学識経験者），初会合。（1）外国人の定員規制，（2）専
　　門・技術職の受け入れ拡大の範囲，（3）雇用許可制度を軸とする不法
　　就労対策の協議。r日経』夕刊24日。
25日　産業労働懇話会（労相の諮問機関），労働省の外国人労働者問題
　　研究会が提起した雇用許可制について質問。労働省「今後受け入れ
　　を拡大すれば出入国管理と雇用許可の2つの制度にしないと対応で
　　きなくなる」と説明。法務省の雇用許可制度導入不要論に反論。『日
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　　　経』25日。
6月1日　r日経』，関西経済同友会，今年度に西独へ外国人労働者問題調査
　　　　団の派遣と報道。
　　3日　中村太郎労相，11」0総会への出席を閣議で報告（8日出発）。西
　　　独で外国人労働者受け入れの現状を視察。『日経』3日。
　　　　雇用審議会（隅谷三喜男会長），第6次雇用対策基本計画（63－
　　　67年度）を労相に答申。「外国人労働者問題では可能な限り受け入
　　　れる考えを示す一方，新経済計画が具体的な表現を避けた単純労働
　　　者については，国内雇用などへの影響を配慮して『十分慎重に対応
　　　する』と受け入れに消極的な考えをにじませた」。『日経』4日。
　　6日　法務省，5月10日から31日までの不法就労検挙者1，371人と発表。
　　　　『日経』6日。
　　6日？東京商工会議所「外国人労働者受け入れ調査」まとまる。回答社
　　　1，132社（5，000社中）。回収率22．6％。雇用したい40．4％，雇用しな
　　　い59．6％，緩和論59．3％，不熟練容認40．6％，在留期間延長
　　　52．7％。『日経』7日。
　　7日　福岡入管，不法就労でマレーシア人15人を摘発。『日経』西部夕
　　　刊，7日。
　　9日　三和ホーム，建築技術者4名をカナダから受け入れ。『日経』9
　　　　日。
　10日　『日経』，「“金になる国”同胞の悲劇一外国人労働者間のトラ
　　　　ブル急増」を報道。
　15日　中村太郎労相tボンで記者会見し「外国人単純労働老受け入れを
　　　原則禁止するという日本の立場が間違っていないことがはっきりし
　　　た」と語る。『日経』夕刊15日。
　18日　労働省外国人問題調査会第2回会合，受け入れ範囲，受け入れ制
　　　度の2つの作業委員会設置を決める。『日経』19日。
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7月1日　法務省，7月1日より外国芸能人の入国審査を厳格化。『日経』1
　　　　日。
　　　　川崎市，「雇用労働に関する調査」の一環で外国人労働者問題に
　　　取り組む。まとめは88年度中。『日経』1日。
　　5日　中村太郎労相，関西経営者協会，関西経済連合会など関西財界5
　　　団体と懇談。「『政府間協定で就業分野，期間を定め弾力的な運用を
　　　望む』との声があった反面，r単純労働者の雇用許可制度の導入は
　　　慎重にすべきだ』（鴻池藤一大阪工業会会長）との意見が出た」。r日
　　　経』6日。
　　　　HOYA，外国人研究者の採i用に積極化。　r日経産業新聞』5日。
　　6日？労働省長野労働基準局長，長野県下の経営4団体に外国人研修生
　　　　と就労との区別を明確にするよう要請。r日経』8日。
　　7日　李源京駐日韓国大使，「日本政府は建設市場の開放，外国人労働
　　　者の受け入れを積極的に検討する必要がある」と強調。r日経』8
　　　　日。
　　10日　総理府調査発表さる。単純労働者やジャパゆきさんを「良くない
　　　　がやむをえない」とするもの45．4％。『日経』11日。
　　！8日　運輸省，63年度版『外航海運の現況（海運白書）』を発表。日本籍
　　　減少防止に外国人船員の「混乗」をめざすべきと提言。『日経』19
　　　　日。
　　20日　企業活力研究所（会長平岩外四経団連副会長），「外国人労働者受
　　　　け入れに関する提言」をまとめる。単純労働者については慎重論。
　　　専門技術者については開放論。『日経』21日。
　　20日？林原（本社岡山市，社長林原健氏），研究・技術者向きの「外国人
　　　村」建設構想を発表。『日経』21日置
　　25日　関西経営者協会，経済団体として初めて意見書をまとめる。労働
　　　　省外国人労働者問題研究会の報告書にある「雇用許可制度」に反対
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　　　表明。問題点は，「申請企業の経営基盤，労務管理能力」条項が企業
　　　の格付け＝中小企業の排除につながるという懸念，現行他制度との
　　　関連の複雑性（外務省所管の「査証制度」，法務省所管の「在留資格
　　　制度」）。より緩やかな「雇用届け出制」を提唱。単純労働者は認め
　　　ない。『日経』26日。
　30日　r日経』，日本企業が外国人技術系新規大卒者の獲得に動くと報
　　　道。
8月1日　ジェイコブス香港財政長官「建設労働者については例外と考えて
　　　　もよい」と発言。全般的な労働力の輸入自由化には慎重。『日経』2
　　　　日。
　10日　西松建設，香港のトンネル工事に韓国から300人の建設労働者を
　　　入れることで香港政庁の内諾を得る。8年ぶりの解禁の第1号。香
　　　港政庁は5，000人程度解禁の意向。r日経』11日。
　　　　鴻池組会長鴻池藤一氏，「外国人労働者の受け入れ問題は慎重に
　　　扱うべきだ。特に建設業界は安易に受け入れると問題を複雑にす
　　　る」と発言。r日経』10日。
　12日　中村太郎労相，外国人研修生500人受け入れの施策を竹下登首相
　　　に報告。竹下首相，「研修生の受け入れば大事なことだ。ぜひ関係省
　　　庁とも調整させよう」と前向きの姿勢を示す。r日経』12日。
　16日　法務省，東京法務局内に外国人のための人権相談所を開設。『日
　　　経』15日。
　19日　労働省外国人労働者問題調査会，第4回会合。
　　　　　r日経』，「日本籍船の海外流出膨らむ一外国人船員の混乗，労
　　　使の議論平行線」を報道。日本船主協会「日本船の国際競争力を回
　　　復・維持するためには混晶を一刻も早く導入すべき」，相浦紀一郎
　　　船協会長・大阪商船三井船舶社長「今のままでは手ぶらで戦場に出
　　　て行くようなもの。討ち死にするのは目に見えている」，全日本会
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　　　員組合「日本人船員を切り捨てようとするもので容認できない」。
　26日　日本建設業団体連合会（会長佐古一大成建設会長），外国人労働
　　　者問題の報告書をまとめ，拙速を戒める。r日経』26日。
　　　　法務省，入国管理局に政策課を新設。出入国管理法改正案の立案
　　　へ。『日経』27日。
　28日　東京商工会議所労働委員長郷良太郎氏，「関係官庁が多いうえ縄
　　　張り争いもあって作業がはかどっていない。政府の対応を早めない
　　　　と政治問題に発展しかねない。隣国との友好を守るという見地から
　　　　も早く関係官庁は一本化して対策を講じて欲しい」と発言。『日経』
　　　28日。
9月1日　東京商工会議所，専門職については拡大の方向，単純職について
　　　は今後も検討の方針。『日経』2日。
　　　　セイコーエプソン，台湾から技術者採用。『日経』1日。神戸製
　　　鋼，管理職に初めて2人の外国人を採用。r日経』1日。
　　4日　文部省，外国人子弟の急増に対応して研究協力校5校を指定。総
　　　務庁調査（88年2月），臨時教育審…議会第二次答申（86年4月）に立
　　　ち後れ目だつ。『日経』4日。
　　8日　清水建設社長吉野照蔵氏，「国内の建設工事は日本人が汗水たら
　　　　してやるのが原則だ。現在は一時的に人手不足の状態が起きている
　　　が，むやみに外国人労働者を入れるのはどうか」と発言。『日経』8
　　　　日。
　10日　労働省，外国人労働者保護iのための総合対策64年度実施の方針を
　　　固める。労働基準局には4年計画で「外国人労働者相談コーナー」
　　　を設置。『日経』11日。
　26日　労働省の外国人労働者問題調査会，中間報告をまとめる。職業範
　　　囲の拡大，事業主への罰則，入国審査での労働省との緊密な協議，
　　　単純労働の締め出し，を提唱。『日経』26日。
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　　　　全民労連（連合）山田事務局長，外国人労働者問題調査会の中間
　　　報告を「連合の基本的な考えに沿ったもの」と評価。『日経』夕刊
　　　26日。
　28日　労働省，職業安定局雇用政策課内に外国人雇用対策室を設置。
　　　　『日経』28日。
　　　　水産庁長官私的諮問機関「漁業問題研究会」，遠洋漁業の生き残
　　　り策を報告。外国人船員の乗組を弾力化（従来は政府の「雇用対策
　　　基本計画」に沿って禁止の姿勢）。『日経』29日。
0月1月　通産省，産業労働企画官を新設。外国入労働者問題，女性労働者
　　　問題の専門官。初代は女性の太田房江氏。r日経』2日。
　4日　『日経』，「アジアNIEs，労働力不足解消へ，外国人労働者を活
　　　用」を報道。シンガポール，建設，製造以外に小売業に雇用を拡
　　　大，年内に雇用者10万台（人口240万人）。香港，原則禁止からホテ
　　　ル，建設部門の解禁検討。台湾，原則禁止から建設部門の解禁検
　　　討。台湾では現在非合法労働者10万人。香港，フィリピン女性3万
　　　人。
　10日　r日経』，「新局面の外国人労働者問題」を報道。
　11日　『日経』，「日本船の外国人船員混乗，審議大詰め一運輸省，年
　　　内労使合意に自信」を報道。
　12日　大阪商工会議所，「外国人労働者受け入れに関する調査報告」を
　　　まとめる。単純労働者の受け入れに31．5％が前向き，雇用企業
　　　7．1％，雇用予定29．3％，入管法改正は現状のまま29．6％，制限緩和
　　　35．9％，手続き簡素化291％，在留期間の延長14．2％。r日経』13
　　　日。
　14日　東京法務局，8月16日開設の人権相談所相談実績（65件）を発
　　　表。
　17日　r日経』，「足並み乱れる外国人労働者受け入れ」を報道。日経連
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　　　　首脳「政府の規制は入国管理などに限り，できるだけ少なくすべき
　　　　だ」，日本土木工業協会（会長熊谷太一郎熊谷組社長）「建設需要が
　　　　好調だからといって安易に海外からの労働力に頼るのはよくない・
　　　　・・省力化の技術開発に取り組み，労働者の待遇改善にあたるのが
　　　　先決」，東京商工会議所調査（回答1，132社）「全体の四分の一の企業
　　　　が製造作業や荷役・雑役など単純労働者の受け入れを希望」，テー
　　　　エステー（中堅ソフト会社）「日本語を習わせたり，寮に入れたりで
　　　　経費がかかり，研修だけでは割に合わない。中国や東南アジアには
　　　　仕事のない若者が多い。（受け入れば）双方にとっていいのではな
　　　　いか」。労働省，法務省の反発で「雇用許可制度」を引っ込める。
　　19日　関西経営者協会（会長前田義里関西電力相談役），「人事管理諸制
　　　　度の実施状況」をまとめる。外国人労働者の雇用は12％。『日経』
　　　　19日。
　　21日　上智大学教授花見忠氏，外国人労働者問題に移民政策の視点が必
　　　　要と述べる。『日経』21日。
　　21日　経済企画庁，大宮市で地域景気懇談会を開催。外国人技能労働者
　　　　の採用拡大について要望出る。『日経』22日。
　　28日　海運造船合理化審議会（運輸相の諮問機関，武田豊委員長）作業
　　　　部会，クラッキング・アウト（自国船の海外流出）問題で対立。r日
　　　　経』29日。
　　　　　フジタ工業社長藤田一暁氏，「外国人労働者の受け入れば慎重に
　　　　考えるべき。それより，作業の効率化が先決」とmポット化優先を
　　　　主張。『日経』28日。
　　30日　r日経』，外国人労働者，5年間で倍増と報道。
11月1日　外国人労働者問題調査会（労働省），6回目の会談。『日経』2
　　　　日。
　　9日　川崎市，外国人労働者就労実態調査をまとめる。不安定さ浮き彫
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　　　　り。『日経』10日。
　　10日　建設省，外国人不法建設労働者の就労防止を業界36団体，都道府
　　　　県知事に通達。業界のイメージ低下を懸念。『日経』10日。
　　12日？東京法人連合会（都内26万2千中小企業），雇用調査。「雇いた
　　　　い」19．0％，内容は「単純労働」94．3％，「原則として認められない
　　　　ことを知っている」85．7％，「場合によってはやむを得ない」
　　　　60．4％。　『日経』12日。
　　13日　『日経』，外国人労働者問題で高梨昌氏（信州大学教授），ヒール
　　　　シャー氏（南ドイツ新聞）の対談を掲載。
　　17日　『日経産業新聞』，松下が米国人2名を初めて本社採用と報道。
　　19日　『日経』，「建設“労働開国”で不協和音，業界に推進論台頭
　　　　建設省，不法就労防止に躍起」を報道。
　　25日　海運造船合理化審議会（運輸相の諮問機関，武田豊委員長）作業
　　　　部会，報告書のまとめにはいる。r日経』24日。
　　26日　東京都，外国人労働者の実態調査（5，000社）に動く。89年度末に
　　　　まとめ，90年度に解決策を検討の予定。r日経』26日。
12月4日？スイス，外国人労働者規制法案を否決。『日経』5日。
　　5日　造船産業労使会，日本造船工業会ならびに日本造船重機労働組合
　　　　連合会の幹部を集めて外国人労働者問題を討議。きっかけは三井造
　　　　船による韓国企業従業員の「高度技能工」としての導入。「単純労働
　　　　者（一般技能工）は受け入れず」で労使一致。『日経』6日。
　　6日　日本電設工業協会，政策委員会を開き，条件付きで受け入れを前
　　　　向きに提言。前向きの態度表明は建設関連業界の先陣。『日経』6，
　　　　7日置
　　9日　外国人労働者問題調査会（労働省），最終報告を中村太郎労相に
　　　　提出。（1）技術職・専門職で枠拡大，（2）雇用許可制度は先送り，（3）実
　　　　態調査の必要。労働省，「当面の対応」のまとめに動く。『日経』
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　　10日間
　　　全民労連（連合），総評，外国人労働者問題調査会の最終報告をそ
　　れぞれ発表。連合はこれを基本的に評価，総評は「欧米並の本格的
　　な受け入れ態勢の整備をせず，単に現状を追認するような受け入れ
　　範囲の拡大を示すだけでは何ら問題の解決にならない」と指摘。
　　『日経』10日。
13日　21世紀経済基盤開発国民会議（隅谷三喜男議長），単純労働者を
　　含む外国人労働老の積極的な受け入れを提言。r日経』14日。
　　　日東建設会長石沢六郎氏，「受け入れを考えるのはまだ早い」と
　　発言。『日経』13日。
14日　シンガポール，過熱した外国人労働者の流入抑制をはかり，外国
　　人労働者雇用税，外国人労働者の上限比率の引き下げ（50％→
　　40％）を発表。労働集約型産業の縮小をねらったものだが，日系企
　　業団体などは反対で動く。『日経』14，15日。
16日　労働省，「外国人労働者問題への当面の対応」を中央職業安定審
　　議会へ報告。専門職・技術職の枠拡大，厳格な入国審査，事業主へ
　　の罰則強化を盛る。法務省の入管法改正作業へ持ち込む。『日経』
　　17日。
18日　法務省，不法就労外国人集中摘発の結果を公表。強制退去，過去
　　最高の1，544人。『日経』19日。
21日　産業労働懇話会（労相の私的懇談会），外国人労働者問題を討議。
　　労働側，海運造船合理化審議会（運輸省諮問機関）の外国人船員の
　　日本船への混船範囲拡大提言への対応を強調。使用者側，労働省の
　　「外国人労働者問題への当面の対応」（16日）が研修生の受け入れに
　　関して不十分と指摘。野崎職業能力開発局長，研修問題で法務省と
　　協議中であることを説明。r日経』21日。
29日　労働省，労基署による外国人労働者の実態調査結果を発表。半数
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　　　　は不法労働者。労働災害も多い。『日経』30日。
　　30日　法務省，入管法改正案の概要をまとめる。不法就労，「助長罪」を
　　　　設けて罰則を強化。『日経』31日。
　　31日　建設省，入管法改正の動きに合わせて建設業法の関連政令改正に
　　　　動く。『日経』31日。
　　　　　『日経』，東京法人連合下の6割の企業が「場合によってはやむな
　　　　し」，建設同盟（大手労組が中心）が「若年層はますます減少するた
　　　　め，労働条件の改善だけで十分な労働力を確保するのは困難。外国
　　　　人労働者の導入は一つの解決策」，日本電設工業協会が「『就労期間
　　　　の限定』などを条件にした受け入れを提案」と報道。
＜1989年＞
1月5日　丹波兵助労相，不法就労防止について発言。『日経』5日。
　　7日　全国中小企業団体中央会常務理事錦織璋氏，制限付き受け入れ，
　　　　行政の統一を提言。『日経産業新聞』7日。
　　14日　日本建設業団地連合会会長佐古一氏，「単純労働者を受け入れる
　　　　のは問題だが，技術を持つ労働者については受け入れるべき」と受
　　　　け皿作りを提言。『日経産業新聞』7，14日。
　　　　　『日経』，「全日空，外国人機関士導入ヘー6年間で58人一時採
　　　　用」を報道。
　　20日　社会党，「国際化は歴史的必然で，外国人一般の受け入れに，より
　　　　積極的に取り組んでいく基本姿勢が必要だ」との中間報告を提言。
　　　　『日経』21日。
　　25日　関西経済同友会，「外国人労働者問題への提言」を発表。「異民
　　　　族，異文化を受け入れ，幅の広い外国人の参加を許容する必要があ
　　　　る」との受け入れ論。『日経』26日。
　　26日　総評，「低賃金・未熟練労働力を日本経済に供給するシステムの
　　　　導入を目指すものだ」，「このような仕方での労働市場の開放はまさ
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　　　に先進国のエゴイズムそのものだ」と関西経済同友会の提案を批
　　　半U。　『日経』　27日。
2月1日　日経連会長鈴木氏，「外国人労働者の受け入れば慎重にしなけれ
　　　ばならない。むしろ外国人労働者を日本に送り出している国の産業
　　　が発達する方向で協力すべきだ」と発言。『日経』2日。
　　6日　全国造船重機労働組合連合会（造船重機労連，有村俊範委員長，
　　　12万人），外国人労働者就労，研修受け入れについての基準をまと
　　　める。単純労働を認めず。『日経産業新聞』7，9日。
　　8日　日産中央研究所，半導体関係で外国人研究者の採用に積極化。
　　　　『日経産業新聞』8日。
　　9日　関西生産性本部・関西経済同友会「関西財界セミナー」，外国人
　　　問題を討議。r日経』大阪夕刊10日。
　22日　関電工社長西尾祥雄氏，慎重論を提起。r日経』22日。
　26日　法務省，外国人受け入れ大企業アンケートを発表。単純労働は半
　　　数が控えるべき。『日経』27日。
3月7日　法務省，入管法改正の基本方針をまとめる。不法就労雇用者の罰
　　　貝IJ強イヒ。　『日経』　5，　8日。
　　8日　『日経』，日経連と関西経済同友会の足並みの乱れを報道。
　　9日　工業技術院九州工業技術試験所，佐賀大学，外国人研究者の受け
　　　入れに積極化。『日経』9日。
　　10日　清水建設社長吉野照蔵氏，「外国人労働者を入れれば労務賃金は
　　　確かに下がるだろう。しかし，欧州が外国人労働者問題で苦労して
　　　　いる例もあり，日本も目先が苦しいからといって外国人労働者を入
　　　れるわけにはいかない。いつまでも仕事が多いとも限らず，一度減
　　　れば日本人労働者が困る。相対的に危険度の高い労働分野だけに待
　　　遇を改善しようとしており，労賃を抑えることだけでは十分ではな
　　　　い」と発言。『日経』10日。
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　　14日　総合研究開発機構i（NIRA　，下河辺淳理事長），「世界都市東京の創
　　　　造」まとめる。『日経』15日。
　　25日前神戸経済同友会，経済動向を調査。2年間で報告をまとめる予
　　　定。『日経』25日。
　　　　　r日経産業新聞』トレンドアップ，「外国人雇用の実態，雇い方か
　　　　ら法律講座まで」を報道。『日経ベンチャー』4月号。
　　28日　経済同友会，「これからの外国人雇用のあり方について」を提言。
　　　　「実習プログラム制度」の導入を提唱。『日経』29日。
　　　　総務庁，平成元年度から3年間の中期行政監察計画を発表。外国
　　　　人就労問題を初めて対象に入れる。『日経』30日。
　　　　政府，職業安定法の一部改正を閣議決定。労相が法相に対して外
　　　　国人の出入国について連絡，協力を求めることができる，との条項
　　　　を新たに設ける。『日経』夕刊28日。
　　　　　日本フードサービス協会，実態調査に動く。89年度中に政府に提
　　　言予定。『日経流通新聞』28日。
　　　　　『日経産業新聞』情報パヅク，外国人労働者問題を扱う。『The
　　　21』4月号，『エコノミスト』3月20号。
　31日　宇野宗佑外相，「経済界の意見を外務省として取りまとめて聞き
　　　　たい」と意向表明。『日経』31日。
4月1日　埼玉県職業安定課，外国人の雇用問題について相談業務を開始。
　　　　4月1－28日の相談件数11件。『日経』4月29日
　　4日　神奈川県，「外国人労働者問題協議会」を発足させる。企業経営
　　　者，外資系企業，労働者，学識経験者。『日経』4日。
　　　　建設省，「建設労働者需給調査」まとめる。10万人の不足。受け入
　　　れの声高まると予想。r日経』5日。
　　10日　筑波大学社会科学系駒井洋教授「日本における外国人労働者の実
　　　態一国際化社会形成の条件として」。→エコノミスト連載。『日
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　　　経』10日。
　　　　　フィリピン海外雇用庁アチャコーソ氏，労働市場の開放を訴え
　　　　る。同上。
　　17日　外国人学生の就労許可制へ。日本語学校の設置基準も新たに作
　　　成。『日経』17日。
　　　　運輸省，日本籍の遠洋漁船・外洋客船などに外国人労働老の乗船
　　　を条件付きで認める。同上。
　20日　香港，台湾，シンガポール，外国人労働の輸入規制緩和で動き始
　　　める。『日経』20日。
　21日　三塚博通産相，中小企業白書を閣議に報告し了承を得る。約半数
　　　の中小企業は外国人労働者を単純労働に採用したいと考えている。
　　　　『日経』夕刊21日。
　24日　厚生省，「一時保護所」の強化に動く。r日経』24日。
　28日　東京都労働審議会，外国人労働者の実態調査の必要性を都に答
　　　　申。r日経』29日。
5月2日　経済企画庁，条件付き受け入れの報告書まとめる。r日経』3，
　　　18日。
　　3日　建設省，「海外技術・技能研修生受け入れに関するガイドライン」
　　　　まとめる。従業員数の5％以内，1社当り30人程度…　　。「建設業
　　　者が研修生受け入れ計画を作成する段階で指導して，不法就労の発
　　　生を防止する」。『日経』4日。
　　　　　『日経』，運輸省の客船外国人船員問題検討会（座長，臼居勘日本
　　　船主協会常務理事）が外国人通訳など認める方向で報告をまとめる
　　　　と報道。
　　4日　『日経』，「『研修生』の入国審査厳格に，法務省が不法就労外国人
　　　対策一受け入れ先指導者確認」を報道。
　12日　中国財務局の雇用情勢調査，消極派が積極派を上回る。『日経』
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　　12日。
15日　マンデー『日経』読者，9割近くが受け入れ派。『日経』15日。
16日　韓国建設業界，韓国政府に東南アジア労働者の導入を提起。不法
　　労働者も増大（88年摘発257人）。政府，労働団体，この提起に批判
　　的。『日経』16日。
17日　千葉大学教授手塚和彰氏，「外国人の受け入れ，民間の主導性に
　　期待」を主張。『日経産業新聞』17日。
18日　『日経流通新聞』，「外国人労働者　　身近になった受け入れ問
　　題」を報道。
19日　外務省，研修ビザ制度の拡充方針を固める（実習時間，手当）。官
　　民合同の窓口機関の設立を経済界に協力呼掛け。r日経』夕刊19日。
20日　『日経』，浜松商工会議所が「浜松地域労働力供給対策研究会」を
　　発足させ外国人雇用問題などを検討と報道。
22日　労働界のニューリーダー，外国人労働者問題で勉強会。『日経』
　　22日。
23日　兵庫県，「兵庫県外国人労働者問題対策協議会」を設置。近畿では
　　初めて。『日経』24日頃
24日　『日経』，「大成建設，社員の1割外国人に」を報道。同社の社員
　　数は約1万2千人。採用目標は1，200人？　社内の意識改革をも促
　　す。
　　　韓国建設会社2社（大林産業，東亜建設産業），建設大臣の特別認
　　可を取得。先発6社とあわせて8社に。『日経産業新聞』25日。
26日　鈴木工務店代表鈴木常吉氏，外国人研修生の大量受け入れで関係
　　省庁に働きかけを決める。「いまは十代の若者が率先して専門職人
　　になろうという時代ではない。構造的な人手不足を解消するには外
　　国人労働者の受け入れしかない」。『日経産業新聞』26日。
29日　労働省，職業安定局雇用政策課内に外国人雇用対策室を新設。
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　　　　『日経』29日。
　　　　外務省，29日付けで領事移住部の機構改革，外国人労働者問題の
　　　専門機関「外国人課」を新設。r日経』28日。
6月1日　日本土木協会会長熊谷太一郎民，「かなりの数にのぼっている・
　　　　・・土木協としては研究段階で，政府になにか言うところまでは
　　　いっていない…　　需要が落ちた時にまず影響を受けるのは外国人
　　　労働老だし…　　」と慎重論。『日経産業新聞』1日。
　　5日　経済審議会（首相の諮問機関，平岩外四会長）の総会（9日）に
　　　むけて経済企画庁総合計画局長海野恒男氏，「庁内にも異論がある
　　　　くらいだから，国民のコンセンサスを得るには時間がかかるだろ
　　　　う」と発言。『日経』5日。
　　15日　東京都労政事務所（品川，新宿，渋谷），英語による労働相談の受
　　　付を始める。『日経』14日。
　21日　労働省，外国人労働老に対する労災補償を調査。東京都の企業調
　　　査（2，000社）「外国人の就労緩和望む」83％，「（単純労働者の）就
　　　労を認めてもよい」73％に。『日経』22日。
　　　　法務省，研修生の実態調査結果を公表。実態は単純労働者が多
　　　　い。『日経』22日。
　　28日　浜松商工会議所に「浜松地域労働力供給対策研究会」発足。市の
　　　担当者，企業，外国人労働者の受け入れを検討。『日経』5月20日，
　　　　6月29日。
　　　　　『日経』，「法務省は…　　『研修』目的の労働者の入国審査基準
　　　　を厳格にする方針…　　，外務省は…　　『研修ビザ』を大幅拡充
　　　　する態度を表明。建設省は建設業者の外国人労働者数を全従業員の
　　　　5％以内に限定する考えだが，通産省は外国人受け入れに前向き
　　　　だ。行政の態度は今のところ一様ではない」と報道。
　　30日　コスモ証券経済研究所専務重成侃氏，対外投資とODAで雇用創
一159一
160
　　　　出をと発言。『日経』夕刊30日。
7月2日　『日経』，評論家堺屋太一氏（導入），法政大学教授小池和男氏
　　　　（慎重）の論争を掲載。
　　5日　『日経』，「栃木県で日本語学校設立相次ぐ一就労可能な留学生
　　　集める」と報道。足利商工会議所のパックアヅプ。
　　6日　東京商工会議所，国と都へ外交人労働者の中小企業への優先的割
　　　　当を要望。『日経流通新聞』6日。
　　8日　『日経』，運輸省客船外国人船員問題検討会が特殊技能者に限っ
　　　　ての乗船という方向で7月下旬に中間報告と報道。
　　10日　不法就労のガーナ人，作業中に怪我をして左足を切断。損害賠償
　　　　を要求して東京製鉄を東京地裁に訴える。労災に関しての訴えは初
　　　　めてのケース。『日経』夕刊10日。
　　　　　r日経』大阪夕刊，外国人雇用へ自由な風穴一自由な気質（わ
　　　が関西）」を報道。オー・“’　一．　tt　一一ズ・サービス（本社大阪市）の「特
　　　定人材派遣業」届出，神戸住宅供給公社の外国人大工導入，関西経
　　　済同友会の「幅広い外国人雇用の促進を」提案。井筒邦雄アジア・
　　　太平洋トレードセンター社長「関西には観念的議論を排する気質が
　　　　ある。半面（ママ），東京在住の経営者，学者は審議会のメンバーに
　　　　なったりしていて自由にものを言えない雰囲気があるのだろう」。
　　15日　ケイ・プランナーズ川端直志氏，「外国人労働者，地域開発と絡
　　　　め定着推進」と発言。『日経』15日。
　　17日　『日経』，「外国人留学生を労働力に結びつける…　　就職支援ビ
　　　　ジネスが活発化」と報道。
　　18日　警視庁，日系2世の不法就労で社長らを書類送検。r日経』夕刊
　　　　18日。
　　19日　東京都の成人男女1，500人アンケート，約半数が外国人労働者増
　　　加の悪影響を懸念。『日経』20日。
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　　　　神戸商工会議所「雇用人員と外国人労働者受け入れに関する調
　　　査」。
　20日　東京都民銀行「外国人雇用調査」，首都圏で10社に1社の雇用を
　　　示す。『日経』21日。
　25日　労働省，外国人労働者問題で都道府県知事へ通達。（1）適正な受け
　　　入れについての事業主の理解徹底，（2）不法就労防止のための情報収
　　　集，（3）有資格者への積極的な就職斡旋。『日経』夕刊25日。
　27日　川口地区雇用対策協議会，シンポジウム「外国人労働者問題を考
　　　える」を開く。事業者，自治体，警察。『日経』28日。
8月2日？労働省，外国人労働者問題で各都道府県知事へ職業安定局長通達
　　　を出す。『日経流通新聞』3日。
　　4日　香川県企業振興社経済研究情報センター，地場産業調査。外国人
　　　労働者望む声。r日経』4日。
　　6日　日本ケンタッキー社長大河原伸介氏，五洋建設社長水野廉平氏，
　　　労働省吉免光顕氏，『日経』紙上で必然論を展開。
　　　　労働省，研修生として1万人の受け入れを提起。『日経』6日。
　　9日　東京都民銀行アンケート「労働力不足と外国人労働者の雇用」
　　　　（回答，513社）。「『法務省が入管行政の観点だけで，日本の産業面
　　　策から外交政策まで管理しているようなことを言うのはおかしい』
　　　と他省庁の反発も強まっている」。『日経産業新聞』9日。
　11日　労働省，研修の具体策を検討（「徹底的に取り締まる」からの転
　　　換），法務省は猛反対。『日経』6，11日。
　15日　福島譲二労相，単純労働者消極，技術研修積極の姿勢を再度発
　　　言。『日経』15日。
　17日　福岡市長桑原敬一氏，中小企業への導入に積極的な発言。『日経』
　　　　7日。
9月1日　r日経』，近畿・北陸の中堅・中小企業に外国人労働者採用につ
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　　いてアンケートを実施。企業は熱い目。
4日　政府，「インドシナ難民対策連絡調整会議」（議長石原慎太郎官房
　　副長官）を来週中に開くと記者会見で表明。同会議の取扱範囲には
　　外国人労働者問題を含めない方針。r日経』夕刊4日。
7日　福島譲二労相，「発展途上国からの単純労働者流入には消極的だ
　　が，日本の先端技術を修得するための研修生受け入れば積極的に進
　　めるべき」と発言。『日経』夕刊7日。
8日　閣議，難民問題に絡み外国人労働者問題の検討を始めることを決
　　定。原田昇左右建設相，石井一国土庁長官，建設業等の外国人労働
　　者を研修生として受け入れてはと発言。『日経』夕刊8日。
9日　築地市場，働く外国人は335人，うち9割が中国人。『日経』9
　　日。
11日　日本飲食産業経営研究会（日勤研）発足。外国人労働者の合法的
　　受け入れ体制についても検討を始める。『日経流通新聞』12日。
　　　大隅鉄工所松谷昭社長「（最近）製品に英文の説明書をつけてく
　　れという注文が増えている」と発言。国内のユーザーが外国人労働
　　者を増やしていることの反映。r日経』夕刊11日。
12日　OECDの対日審査で日本の外国人労働者問題が話題となり，市
　　場開放論に日本政府代表慌てる（パリ）。r日経』13日。
13日　難民と経済難民とを区別する対中国難民スクリーニング作業始ま
　　る。
　　　『日経』，経済・労働団体アンケート。スクリーニングについて経
　　済団体は，経団連「（スクリーニングは）やむを得ない」，日本建設
　　業団体連合会「線引は必要だ」，とおおむね支持。連合の調査・法政
　　局長加藤敏幸氏「外交問題ともからむのでコメントしにくい」，ア
　　ムネスティ・インタナショナル日本支部難民担当弁護士杉田時男氏
　　「まだ評価を下す時期ではない」。難民の受け入れ策については，日
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　　　経連「施設の拡充はこれまで十分」（消極派），全国商工会連合会
　　　　「難民の教育機関や他国への移住希望者へのあっせん機関などは設
　　　置できる」（積極派）に割れる。外国人労働者受け入れ問題について
　　　は東京中小企業家同友会「厳しい入国審査は時代遅れ」，関西経済
　　　連合会「一定条件で一定期間滞在させることのできるシステムがで
　　　きれば，柔軟に対応すべき」の声。
　14日　海部俊樹首相，全国都道府県知事会議で早急に対応策を検討と発
　　　言。『日経』夕刊14日。
　！8日　関西経営者協会，「労使政策シンポジウム」で外国人労働者問題
　　　を討議。労使とも慎重論。『日経』19日。
　　　　　『日経流通新聞』，「外国人労働者受け入れ，規制緩和に慎重な大
　　　手，韓国勢の進出恐れる」と，日建連の足並みの乱れを報道。→
　　　10月20日へ。
　19日　後藤正夫法相，条件付きで受け入れを検討と発言。r日経』20日。
　20日　日本フードサービス協会（会長千田弘義氏），「第3回外食産業版
　　　外国人雇用問題懇談会」を開く。『日経』28日。
　21日　『日経』夕刊，「外国人の不法在留，入管元幹部が手助け」を報
　　　道。
　22日　通産省産業労働企画官太田房江氏，慎重論で発言。『日経』23日。
　　　　日中合弁の建設会社（互恵建設），福島で公共事業受注に。将来は
　　　中国人労働者の採用を。『日経産業』23日。
　29日　来日のフィリピン労働・雇用相，積極受け入れを要望。『日経』
　　　30日。
　　　　　『日経』，ダイエー・グループが福岡ドームの建設に外国人労働
　　　者の大量導入検討と報道。
0月1日　労働省，東京，大阪，神奈川など主要公共職業安定所に外国人労
　　　働者専門官5名を派遣開始。以後増員の予定。『日経』9月29日。
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2日　関西経営者協会（会長，金森茂一郎近畿日本鉄道社長），対応骨子
　　をまとめる。「外国人雇用の大幅な規制緩和や単純労働者への門戸
　　開放は急ぐべきでない，…　　外国人ならではの専門業務従事者や
　　熟練労働者については積極的に受け入れるべきだ…　　，現在実質
　　1年間に限られている在留期間を弾力化し，2－3年の継続雇用に
　　道を開く」と求める。『日経』3日。
3日　日本商工会議所会頭石川六郎氏，東南アジア諸国政府に2年後引
　　き取りを条件に話し合い。『日経産業新聞』4日。
4日？東京都，「外国人労働者等問題連絡協議会」の設置を決める。『日
　　経』5日。
6日　大阪弁護i国会，外国人労働者の人権相談窓口を開く。r日経』大阪
　　夕刊6日。
9日　竹中工務店大阪本店作業所長松井政氏，「外国人労働者に頼るな」
　　発言。r日経産業新聞』9日。
　　　『日経』大阪夕刊，「ニッポンで稼げ日系ブラジル人，どっと里帰
　　り」，「日系ブラジル人，『国籍』持ち就労スムーズ」を報道。
17日　政府，18日に「外国人労働者問題関係省庁連絡会議」を開く旨，
　　発表。
18日　「外国人労働者問題関係省庁連絡会議」開かる。r日経』，「外国人
　　労働者問題関係省庁連絡会議」について「法務省と警察庁はr法秩
　　序維持』の観点から，また労働省は安価な外国人労働力の流入が労
　　働市場に与える影響を懸念して単純労働者の受け入れに強く反対。
　　一方，外務省や経済企画庁は国際化時代を踏まえて，対外関係重
　　視，構造調整推進の立場から前向きの態度」と報道。『日経』夕刊
　　18日，『日経』20日。
19日　全国中小企業団体中央会，全国大会で労働市場開放のための環境
　　整備を政府に求める決議案を採択。『日経』20日。
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　20日　佐古一日本建設業団体連合会（大成建設会長），「慎重であるべ
　　　き」から受け入れへ方針転換を表明。官民合同特殊会社による受け
　　　入れを来年半ばまでに実現するよう政府に働きかける。『日経』20
　　　日。
　21日　法務省，上半期の「入管法違反事件の概況」を発表。不法就労者
　　　数は過去最高の9，310人。r日経』22日
　　　　通産省，産業政策局長の諮問機関「産業労働問題懇談会」を11月
　　　10日に発足させる旨発表。『日経』21日。
　23日　名古屋商工会議所，外国人労働者問題研究会を発足。r日経』24，
　　　25，28日。
　26日　外務省，EC各国の駐日大使と外国人問題などで意見交換。
　29日　運輸省に「労働力確保問題総合検討委員会」11月設置の動き。r日
　　　経』29日。
　30日　『日経』，シンガポール大ジョン・ウォン教授の論文を掲載。
　　　NIEsに人手不足の波。
　　　　丸紅石油化学社長田島栄三氏，工場管理の安全問題を絡めて外国
　　　人労働者の導入に消極的な意見を述べる。『日経』30日。
　31日　労働省，全国労働基準局長会議で，東京，神奈川，愛知，大阪に
　　　　「外国人労働者相談コーナー」の開設を指示。11月1日開設。r日
　　　経』31日。
　　　　中山太郎外相，閣議に「外国人労働者問題に関する関係閣僚懇談
　　　会」の設置を進言し認められる。17省庁の閣僚と自民党三役。r日
　　　経』夕刊31日，夕刊11月1日。
1月1日　労働省，東京，神奈川，愛知，大阪の各労働基準局に「外国人労
　　　働者相談コーナー」を設置。『日経』9日。
　4日　法務省，特別許可による就労，昨年中に8割増えて6，609人。『日
　　　経』5日。
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8日　岐阜県一六銀行企業動向調査，87．8％が条件付き受け入れを回
　　答。『日経』8日。
　　　労相の私的諮問機関「産業労働懇話会」開かる。公益側委員，外
　　国人の受け入れに積極発言，労働省清水職業安定局長は消極的。
　　『日経』9日。
9日　連合大阪（関西経済5団体，全民労連），懇談会開く。外国人労働
　　者問題についても意見を交換。r日経』12日。
10日　埼玉県商工会議所（会頭長島恭助氏），「深刻な労働力不足の実態
　　と状況に照らし，所要の対策を講じ，適切かつ速やかに対応される
　　よう」国，県へ要望。『日経』11日。
15日　水産業界労使の「外国人漁船員労働問題研究会」（朝川五郎座
　　長），制限付き受け入れを水産庁，運輸省にはたらきかける旨，報告
　　書作成。r日経』16日。
　　　栃木県経済同友会，（代表幹事・向江久失足利銀行頭取），「外国
　　人労働者の受け入れについて」をまとめ，渡部文雄県知事に提出。
　　会員の64％が受け入れに賛成。『日経』16日。
17日　衆議院，入管法改正を可決。
18日？運輸省，日本籍外航客船への外国人船員乗組を認める。コック，
　　芸能人など。『日経』19日。
19日　国勢調査，外国籍を6区分に。外国人労働者増に対応。『日経』
　　19日。
21日　建設業界の3K対策。土木作業員→アウトドアマン，飯場→アウ
　　トドアレジデンス，キャンプ，工事現場→ステーションへ？　『日
　　経』21日。
24日　福島譲二労相，関西経営者協会で外国人単純労働者の受け入れに
　　慎重発言。中小企業代表，労相の慎重論に反論。協会内の意見は割
　　れる。『日経』25日。
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　　27日　関西経済連合会，大阪商工会議所，関西経済同友会の3団体，大
　　　　阪市内で在日外国人特派員との懇談会を持つ。宇野収関経連会長，
　　　　ルールを作っての導入に賛成の態度表明。
　　　　　r日経』，和田紡績が対馬と和歌山で人材を循環，と報道。まずは
　　　　国内労働者を。『日経』大阪夕刊20日，『日経産業新聞』27日。
　　28日　関経連会長，外国人単純労働者条件付き受け入れを意見。『日経』
　　　　28日。
　　29日　農林水産省，大手レストラン25社のうち20社が外国人を合計478
　　　　人雇用してると発表。全従業員の1’％以下。半分は中国人。『日経』
　　　　30日。
　　30日　関東通産局の中小企業調査，人手不足と外国人労働者への需要を
　　　　示す。『日経』12月1日。
12月1日？長野県経営者協議会，外国人雇用などの3つの専門機関を設置。
　　　　『日経』1日。
　　6日　竹中工務店社長竹中統一氏，「外国人労働者の安易な受け入れば，
　　　　業界の構造改善にブレーキをかける」，「不足しているのは熟練技能
　　　　者。だれでもすぐにできるという仕事ではない」，（3K，きつい，
　　　　きたない，きけん業種といわれないよう）「早く，若者にも魅力ある
　　　　業界にしなければ」と発言。『日経』6日。
　　8日　改正入管法（「出入国管理及び難民認定法」）成立。法律・会計業
　　　　務，衣料，研究，教育，人文知識・国際業務，企業内転勤，文化活
　　　　動，就学，永住者の配偶者等，定住者の10項目新設。熟練労働者は
　　　　簡素化，拡大，単純労働者は先送り。「不法就労助長罪」の新設。
　　　　『日経』9日。『日経流通新聞』14日。
　　9日　聖学院大学，川口市でシンポジウム「外国人労働者の受け入れを
　　　　考える」を開催。パネリストは隅谷三喜男聖学院大教授，永瀬洋治
　　　　川口市長，田中宏愛知県立大教授。，会場からは“労働開国”を訴え
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　　　　る声目だつ。r日経』10日
　　12日　改正入管法成立を機に発足した「外国人労働者問題に関する閣僚
　　　　懇談会」初会合。外務，法務など17閣僚と自民党4役で構成。『日
　　　　経』夕刊12日。
　　14日　東京商工会議所，「外国人労働者熟練形成制度」の創設を提言。
　　　　r日経産業新聞』16日。
　　19日　シンガポール政府，単純労働部門の外国人労働者に対する課税額
　　　　（雇用主負担）を来年8月まで2段階に分け20％増と発表。今年の
　　　　47％増と合わせ2年連続値上げ。r日経』20日。
　　22日　『日経』，中堅・中小企業に人手不足を外国人労働者で肩代りす
　　　　ちところが急増，関西経済同友会ぱ前向き，関西経済連合会宇野収
　　　　会長，大阪商工会議所佐治敬三会頭は個人見解として前向き，と報
　　　　道。
＜1990年＞
1月1日　竹中工務店社長竹中統一氏，『日経ビジネス』紙上で，外国人労働
　　　　者は構造改善にブレーキと発言。
　　14日　『日経』，外国人不法就労者の増加で労働保険にも変化と報道。
　　　　87，88年度被災労働者17国籍111人，うちバングラデッシュ人35人，
　　　　パキスタン人29人，フィリピン人14人，中国人8人，韓国人8人。
　　17日　『日経』，労働市場の変貌，外国人労働者（上）安易な受け入れ，
　　　　を報道。長野県中小企業団体中央会（松岡英夫会長），吉村県知事に
　　　　外国人労働者や高齢者の雇用促進を陳情。県知事は前向きの姿勢を
　　　　示す。r日経』地方経済面，17，18日。
　　18日　r日経』，労働市場の変貌，外国人労働者（下）労働法適用に区別
　　　　なし，を報道。
　　19日　関西生産性本部（乾昇会長），平成2年度から「関西労働トップ
　　　　フォーラム」を開催し，外国人労働者問題を徹底討論の方針。「この
一168一
外国人労働老問題年表，1987年1月一1990年2月　169
　　　種のフォーラムにはこれまで野党の政策担当者だけを呼んでいた
　　　が，与野党双方に出席を要請したい」（榎正司関西生産性本部労働
　　　政策委員長＝全金同盟大阪地方金属委員長）。
　20日　シンガポールで外国人労働問題を視察してきた福島譲二労相，労
　　　働開国の困難さを語る。『日経』20日，地方経済面。
　24日　静岡商工会議所，東京商工会議所提案の「外国人労働者熟練形成
　　　制度」をテーマにセミナーを開く。『日経』10日。
　28日　林義郎自民党外国人労働者問題検討小委委員長，島田春雄慶応大
　　　学教授，『’日経』紙上で外国人労働者問題について対談。
　　　　　『日経』，「段階的な開放を進めるべき…　　段階的な開放をしな
　　　がらも，自由な意志を持った盛人として対等に付き合う心構えは不
　　　可欠」と主張（小井土有治論説委員」）。
　31日　インターグループ社長小谷泰三氏，外国人社員活用法，特別扱い
　　　無用を論ずる。『日経』31日。
2月2日　関西同友会，シンポジウム「“徹底討論”外国人労働者問題を問
　　　　う」を開催。大沼保昭東大教授，柴田範幸日本労働組合総連合会大
　　　阪府連合会事務局長，井筒邦雄アジア太平洋トレードセンター社長
　　　　（1988年度関西経済同友会雇用問題委員会委員長）の問題提起。大
　　　沼「一次的な受け入ればやむを得ない。少しずつ受け入れながら受
　　　け入れ側の企業，地域，学校の教育制度を整備すべきだ」。柴田「観
　　　念論ではなく，現に人手不足に困っている企業の立場に立とう」。
　　　井筒「企業や団体の論理ではなく消費者の論理を優先し，外国人受
　　　け入れに向け一歩踏み出そう」，山崎哲夫法務省入国管理局参事官
　　　　「単純労働者の受け入れば国民生活全体に影響が出る。長期的に受
　　　入態勢を整備するのは賛成だが，今は合理化，省力化で人手不足に
　　　対応して欲しい」。轟轟阪大教授「秩序だって段階的に受け入れる
　　　べきだという考えにはだれもが賛成している。日本人の意識がどれ
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　　だけ外国人に差別的でなくなるかが最も重要だろう」。『日経』1月
　　20日，　2月3日。
6日　『日経』，建設業界の主要3団体，日本建設業団体連合会（佐古一
　　会長），全国建設業協会（鴻池藤一会長），全国中小建設業協会（鈴
　　木光男会長）が，改正入管法を踏まえてそれぞれ新たに自主規制案
　　をまとめ不法就労のシャットアウト，人材ブローカーの締め出しに
　　乗り出す，と報道。「ただ人手不足のなか，外国人労働者の採用熱は
　　高まる一方で，実現を危ぶむ声も出ている」。
9日　日本自動車部品工業会（会長伸元安貞・曙プレーキ工業社長），
　　外国人労働者の雇用状況などの調査，改善を目的として「労務問題
　　研究会」を発足させる。『日経』8日。
　　　『日経産業新聞』，愛知県豊田市の中小企業グループ「中町企業グ
　　ループ」が，89年6月から約60人の日系ブラジル人を採用し，人手
　　不足の解消に成功と報道。
10日　『日経産業新聞』，地場産業の外国人受け入れ加速，を報道。「鋳
　　物組合幹部らは，今年6月とみられる法施行に向けて，警察がどこ
　　まで摘発に乗り出すか模様眺めの空気が強い。埼玉県警は，県内に
　　約2万人の不法就労者がいると推定している。中小工場が軒を並べ
　　る川口，戸田市など県南部に集中していたが，最近は行田市など県
　　北部にも広がってきたとみている」。
12日　人材派遣業の国際交流コーポレーション（社長岡本立雄氏，資本
　　金3，000万円），留学生の世話や語学研修で中国向け事業をNIEs向
　　け事業にまで拡張。
15日　日本商工会議所（会頭石川六郎氏），一定の条件の下で外国人労
　　働者を受け入れる「外国人労働者熟練形成制度構想」を決議。『日
　　経』16日。
　　　警視庁捜査二期，在留期間延長をめぐる贈収賄で元東京入管出張
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　　　所長ら幹部を逮捕。外国人の弱みにつけこみ多額の謝礼を受け取
　　　る。『日経』16日。
　16日　r日経』大阪，出稼ぎ外国人急増を報道。
　17日　通産省・中小企業庁，5千コ口対象に外国人労働者受け入れに関
　　　する第2回調査。受入容認派62．7％（5．2％アップ），否定派5．9％
　　　　（4．1％ダウン）。『日経』17日，『日経流通』27日。
　20日　千葉県の雇用調査，外国人労働者の採用希望21．3％，採用中
　　　4．8％。『日経』20日，地方経済面。
　21日　労働省，90年度の労働基準行政の運営方針を決定，外国人労働者
　　　の法定労働条件の確保を盛り込む。『日経』21日。
　23日　『日経』，大日本水産会（会長内村良英氏）と全日本会員組合（組
　　　合長中西昭士郎氏）が3月初めに「海外漁業船員労使協議会」を設
　　　立する，と報道。遠洋漁業の外国人労働者導入に道を開く。
　25日　警視庁防犯特別捜査隊・荏原署，東南アジア人の不法派遣で日本
　　　相互住宅を摘発，社長ら3名を逮捕。常時40－50人，延べ1万人の派
　　　遣。
　27日　r日経』，r「日本で働きたい」アジアの熱高まる』と筑波大（駒井
　　　洋助教授他学生13人）の現地調査レポートを紹介。
　　　　警視庁国際捜査課・原宿署，ヴィザ・トラブルで中国人グループ
　　　　5人を逮捕。『日経』27日。
　28日　日本で働くフィリピン人，待遇改善を求めて全国一般労組アトラ
　　　スジャパン分会を結成。アジア系外国人労働者による初めての組
　　　合。アトラスジャパン社（井上恒郎社長）の業務は英文書類作成，
　　　翻訳，人材派遣。『日経』3月1以上
3月7日　外国人労働者問題で日経ビジネススクール開かる。入国管理法の
　　　改正と外国人労働者＝山崎哲夫法務省入国管理局参事官，人手不足
　　　と外国人労働者＝吉免光顕労働省外国人雇用対策室長，他。r日経』
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　　2月9日。
8日　東京弁護士会（菅沼隆志会長），「外国人人権救済センター」を設
　置。『日経』1月18日。
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